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研究成果の概要（和文）：本研究は、グローバル化に有利な政治的空間としての都市の特異性に

着目するグローバル・シティー論を手がかりとして、グローバル化の歴史と現状に関する国際比

較を行うことを目標とする。そのため、北米・西欧・東欧各国における現地調査などを通じ、グ

ローバル化と都市・地方に関する先行研究の批判的検討や、各国のグローバル化と都市・地方関

係の現状や歴史的事例の比較考察を行う。 
 
研究成果の概要（英文）：The project aims to compare features of globalization of American 
and European examples by using the global city theory that highlights aspects of city space 
as site for globalization. It examines not only the related literatures but also current and 
historical examples of globalized cities and rural areas.  
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                               （金額単位：円） 

 直接経費 間接経費 合 計 

２００９年度 3,700,000 1,110,000 4,810,000 

２０１０年度 2,700,000 810,000 3,510,000 

２０１１年度 2,700,000 810,000         3,510,000 

年度    

  年度    

総 計 9,100,000 2,730,000 11,830,000 

 

研究分野：現代政治理論 

科研費の分科・細目：社会科学A、政治学 

キーワード：政治学、グローバル化、都市政治、サッセン、ヤング、社会運動、多文化主義 
 
１．研究開始当初の背景 
本研究は、グローバル化を都市に特徴的な

現象と理解する、グローバル・シティー論の
再検討から出発した。即ち、かかる理解は、
S.サッセンや I.ヤングらにより 80 年代以降
通説化していたが、研究代表者はその根本
的な再検討の必要を感じるに至った。つま
り、(1)近年高齢化とともに過疎化の進む地
方へも外国人移住が増加し、(2)グローバル
化の地域的・歴史的多様性への関心が増大
したこと等から、従来とは異なった地域・
歴史的経験を前提に通説を再検討する必要
が生じたのである。 
２．研究の目的 
そこで本研究は、都市・地方のグローバル

化を手掛かりに、グローバル化の歴史・現状

の国際比較を目指した。具体的には、(1)都
市・地方のグローバル化に関する新たな理論
的分析枠組みを構築すること、(2)北米・西
欧・東欧各国でのグローバル化と都市・地方
の関係を、国家間比較や各国の史的事例比較
等を通じて分析すること、(3)諸外国の議論を
日本の都市・地方のグローバル化と比較し、
日本の都市・地方グローバル化の将来像に関
する指針を得ること、等を目標とした。 
３．研究の方法 
国内外で以下の作業を行った。(1)国内の

各人個別活動として、所属先図書館や国会図
書館等で文献収集・分析を行った。その際、
幅広くグローバル化や都市・地方政治の先行
研究を収集・分析し、研究全体の理論的分析
枠組みを構築することを目指した。（2)国内
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のメンバー共同活動として、各年度可能な限
り多くの全員参加研究会・一部メンバーによ
る研究打ち合わせ会合を行った。ここでは、
各個人の先行研究分析知見の共有化、海外調
査の成果報告、論文草稿の相互批判等を行っ
た。(3)海外作業として、調査対象国に一定
期間滞在し図書館・資料室等において資料収
集を行うと同時に、各国の研究者や政策実務
家らとの意見交換を行なった。(4)日本政治
学会、APSA、WPSA等をはじめとする国内外の
学会でメンバーが研究報告を行った。 
４．研究成果 
（飯田 文雄） 
研究代表者として、研究全体のグローバル・
シティー分析の理論的分析枠組み構築に関
する研究、及び各国別研究としてアメリカの
研究を行った。まずグローバル・シティー分
析の理論的枠組み構築に関しては、サッセン、
ヤングらの代表的論者を中心に、その近年の
変化を含めた先行研究の多面的・総合的な分
析を行った。その結果、(1)サッセンは、グ
ローバル化要因として金融資本の世界的連
携を重視する経済決定論の色彩が強く、それ
故の意義と限界が指摘されつつある、(2)他
方ヤングは、都市住区における現地人と外国
人との対立緩和を目指す社会運動や組織形
成という政治的要因を重視する点で、経済決
定論の限界の克服の可能性を有している、
（3）その延長で近年、都市形成の決定因と
しての各都市固有のアイデンティティーに
着目しつつ、多元的な文化的・政治的アイデ
ンティティーを掲げグローバル化を進める
諸都市の所在を指摘した D.ベルらの議論が、
経済決定論モデルの新たな代替モデルとし
て有力化しつつある、等の重要な知見を得た。 
次に、こうした理論的観点を踏まえ、アメ

リカの都市・地方におけるグローバル化の歴
史と現状に関し、サッセンなどがグローバ
ル・シティーの典型例としたニューヨークと、
それ以外の地域を比較しつつ考察を行った。
その結果、(1)ニューヨークでは近年、金融
資本の世界的連携拡大とともに新たな外国
人人口の増加とグローバル化の進行が見ら
れ、この点でサッセン理論の一定の妥当性が
確認出来る、（2）しかしながら、かかる近年
のグローバル化過程では、ニューヨークの20
世紀初頭以降の発展の中で史的に準備され
た、世界資本主義の最先端としての開放的な
都市アイデンティティーや、外国人に寛容な
住区・言語・教育制度とそれを支える社会運
動が重要な役割を果たしており、ここではサ
ッセン的なグローバル化と、ヤングやベルら
の述べるグローバル化が重層的に進行する
過程が確認出来る、（3）更にアメリカでは、
ニューヨーク以外のシカゴやサンフランシ
スコ等の都市や保守色の強い地方でも、目立
った反グローバル化運動は従来確認されて
こなかったが、こうした他国にはない特色が、
今後の更なる移民増加や、他国からの排外主
義の伝播等とともに変化するか否かに関し
ては、同様の特色が観察されるカナダ等との
比較が今後の重要な研究課題として残され
ている、等の重要な知見を得た。 

（辻 康夫） 
カナダにおけるグローバル・シティ問題の現
状について、グローバル化にともなう人口移
動とこれによる多文化性の増大、これと連動
した社会経済的格差の拡大および社会的排除
の現象形態、およびこれらをめぐる言説の分
析を行い、以下の知見を得た。 
 第一に、労働力移動の世界的な趨勢および
これによる諸問題は、カナダにおいても見い
だすことが可能である。一般にグローバル・
シティには先端的な技術者とともに、低賃金
のサービス労働者が引きつけられることが指
摘されるが、こうした趨勢はカナダの近年の
移民政策にも見いだすことができる。すなわ
ち高度な技能を持つ技術者の移民およびケア
労働などのサービス労働者の移民が促進され
る傾向にある。経済的自立性をシティズンシ
ップと連動させる傾向も強まりつつある。ま
たこうした政策を正当化するために新自由主
義的な言説が強まりを見せている。移民の大
部分は、トロント、モントリオール、バンク
ーバーの三大都市に集中するが、近年では、
ムスリム移民等をめぐる文化的衝突も頻度を
増し、移民をめぐる社会統合に困難も生じる
など、一般的趨勢との符合が確認された。 
 第２に、カナダおける展開を考えるに当た
り、制度的および歴史的な慣性を考慮する必
要が認識された。カナダは非熟練労働者の移
民が開発を支えてきた歴史があり、しかも英
国やオランダなどとは異なり、多文化主義政
策が移民の統合に決定的に失敗したという認
識は弱い。このため積極的移民政策や多文化
主義政策について、依然として国民の支持が
存在している。移民の受け入れは近年増加し
ており、いわゆる経済移民の割合が増加して
いるが、高度な専門家の比率は限定されてい
る。また家族移民や難民を排除する主張自体
は強くない。この点において、社会的排除や
階層性の強化についての判断は現時点では困
難であり、今後の推移が注視されるべきこと
を認識するに至った。 
 第３に、人口移動とそれに伴う文化的・社
会的排除の問題を考えるにあたり、巨大都市
に居住する海外からの移民のみを考察するの
は不十分である。その一例が先住民の問題で
あり、平原諸州の人口数十万規模の中規模都
市において深刻な問題が生じている。過去数
十年において、地方の居留地から都市に移動
する先住民が増加し、都市部には貧困・失業・
犯罪などのアンダーラスの形成やゲットー化
の危険が指摘されており、こうした集団を理
論の射程に入れる必要が明らかになった。 
 第４に、多文化性をめぐるカナダの政治的
言説に関しては、文化の保全や相互理解を中
心的に論じられる傾向が強い。他方、社会経
済的不平等やレイシズムの問題については、
新移民や移民二世の統合の遅れという事実が
指摘される一方で、これと従来の多文化主義
をめぐり政策理念と理論的に接合が不十分で
あることが指摘される。この点は、カナダの
議論が多分にケベック問題という実践的課題
に影響されてきたこと、またテイラーやキム
リッカのような文化中心の多文化主義の議論



が大きな影響力を持ってきたこととも結びつ
いており、カナダの特殊性を示すとともに、
将来に向けて理論的課題をはらむという知見
を得た。 
（宇野 重規） 
フランスにおけるグローバル化と都市の

関係を考えるにあたって喫緊の問題は EU統
合の行方である。ギリシア、イタリアから始
まったソブリン危機は EUの前途に暗い影を
投げかけており、フランスもまた国債格下げ
に脅かされている。とはいえ、ドイツと並び
あくまで統一欧州を主導する立場にあるフ
ランスとしては、ヨーロッパ化の流れを否定
するわけにもいかない。このことは、歴史的
に主権を重視するフランスの政治的伝統と
の緊張ともかかわって、きわめて複雑な政治
的議論を引き起こしている。今回の調査によ
っても、左派がヨーロッパ化に積極的で、右
派がフランスの主権にこだわるというよう
な単純な図式がもはや妥当しないことがわ
かった。そこでは、グローバル化やリージョ
ナル化の中で、いかにフランスの主体性を保
持するかという国家戦略が問われているの
であり、新たな政治的論争軸の萌芽が見られ
ることが明らかにされた。 
他方、国内的に見ると、パリなどの大都市

やその郊外における移民問題がきわめて深
刻な問題を引き起こしている。フランスの場
合、とくにマグレブ三国と呼ばれるアフリカ
北部の国々と歴史的に密接な関わりがあり、
これらの国々からのアラブ系住民の大量の
流入が続いている。彼らの多くが信じるイス
ラム教とフランス共和政の国是である世俗
主義原則（ライシテ原則）とは、公立学校教
育の場などでつねに緊張を抱えており、近年
もモスク建設をめぐって摩擦が起きている。 
従来、フランスの移民受け入れ政策の最大

の特徴は、人々をそのエスニシティにかかわ
らず、あくまで一人の個人として扱うという
普遍主義にあった。このようなフランスの普
遍主義は、人々のエスニックな所属を公的に
承認し、エスニック集団の役割を前提に社会
統合をはかる多文化主義の流れとは異なる
思想的原則に基づいている。今回行ったイン
タビュー調査や新たな研究動向から見ても、
この普遍主義の原則を変更し、多文化主義に
大きく舵を切るか、それともあくまで普遍主
義の立場を保持するかが、現代フランスにお
ける最大の思想的課題の一つになっている
ことがわかった。 
同様に、これまでフランスにおいて否定的

な含意を込めて用いられてきた共同体主義
（コミュノタリスム）についても、英米から
の政治哲学的影響もあり、変化が見られる。
具体的な都市政策においても、主導的立場に
ある研究者の間で、多様な社会集団の存在を
活用するアメリカ型の都市政策の再評価の
動きが見られることが明らかになった。これ
がはたして、従来否定的に論じられてきたア
メリカ型の政策の部分的な再評価なのか、そ
れとも政府主導で統一的に都市を設計しよ
うとするフランス的伝統からの根本的な政
策転換であるかを含め、フランスにおけるグ

ローバル化と都市の行方を考える上でのも
っとも中核的な論点であることがわかった。 
（鏑木 政彦） 
(1)最近のグローバルシティ・インデックス
(A.T.Kearney Global Cities Index, 2012)
によれば、ドイツ連邦共和国のランキング最
高位はベルリンの 20位、フランクフルトが
23位、ミュンヘンが 31位である。これはド
イツ独自のグローバル化の相貌を示してい
る。サッセンは、1980年代後半の自由主義的
改革によって国際的ネットワークとの接続
関係を確立したニューヨーク・ロンドン・東
京という三都市をグローバル・シティと命名
したが、ドイツは、このようなグローバル・
シティを形成するのではなく、それぞれの都
市の特性を活かした形でグローバル化した
のである。具体的には、ベルリンは文化と政
治、フランクフルトはビジネス、ミュンヘン
は人的資本の面でグローバル化した。巨大な
グローバルシティをもたないドイツがグロ
ーバル競争において優位を保っているのは、
EU拡大の利益を受けやすいドイツのロケー
ションと、地域分散を補う情報技術のメリッ
トを活かすことに成功したからである。 
(2)以上のドイツにおける都市とグローバル
化の状況をふまえ、本研究において特に焦点
を絞って研究したのは、グローバル化の進展
に伴うドイツ都市の変容である。かつてサッ
センはドイツに関する分析において、ベルリ
ンがグローバル経済の周辺にあるとしなが
ら、コンテンツ産業の中心として成長する可
能性を論じた（Sassen, Ausgrabungen in der 
“Blobal City”, in : Albert Scharenberg 
(hrsg.), Berlin: Global City oder 
Konkursmasse? Eine Zwischenbilanz zehn 
Jahre nach dem Mauerfall, 2000.）。グロ
ーバル化はそれまでにないネットワークと
の連結によって都市に新しい場を形成し、そ
れまでのイメージでは捉えきれない新たな
空間を創り出すが、マルティナ・レウの『都
市の社会学』（2008）はそうした都市におけ
る空間の変容について新たな知見をもたら
している。同書でレウは、国際的イベントと
グローバリズムの変動におけるベルリンと
ミュンヘンの都市空間の形成を解明した。 
 このような都市の変容は、グローバル化に
対するドイツに特徴的な対応によるものと
考えられる。グローバル化による新しい場の
形成が新たな政治のダイナミズムの源泉と
なると評価したサッセンは、多国籍企業や金
融市場、NGOに注目した。ドイツでは都市や
地域に関する政策において、連邦政府、州政
府、自治体などとならんで、環境NGOの影響
力が強い。ドイツの地域政策は、これら多様
な団体やアソシエーションがパートナーシ
ップをむすび、幅広い市民が参画しながら、
形成される。例えば「社会都市」(Soziale 
Stadt)とよばれる政策は、地域に暮らす人び
との主体性の創出を政策評価の大きなポイ
ントとしている。これらの調査から、ドイツ
の都市や地域はグローバル化の中で変容を
余儀なくされているが、それはたんなる受け
身の反応なのではなく、地域に住む人びとの



主体性と、それを守るための政府やNGOのパ
ートナーシップによる能動的な取り組みの
結果であるという知見を得た。 
（早川誠） 
サッセンによりグローバル・シティの代表

例の一つとされたロンドンをめぐる議論を
中心に調査し、それと民主主義論との関連性
を探った。ロンドンは国際経済・金融の中心
地であり、グローバル・シティの特徴とされ
る複雑さと多様性が最も顕著な都市である。 
最近のグローバル・シティ論では、活発な

国際経済・金融による都市中心部の発展に加
えて、その中で生じる経済格差の問題、中心
部と郊外の発展度合・発展形式の違いの問題
等に注目が集まりつつある。具体的には、反
イラク戦争デモやロンドン市内及び北部ト
ッテナムでの反格差デモ等、社会的混乱の発
生がこうした問題意識の背景にある。 
本研究では、こうした動向に鑑み、次の 3

つの理論動向を検討した。第一に、市民権概
念の再検討である。第二に、熟議民主主義論
との関係である。第三に、複層的なガバナン
ス手法の展開である。 
第一の市民権概念について、従来のグロー

バリゼーション論では、国家に基礎づけられ
た市民権概念が、グローバル化によって流動
的で複層的なものになると主張されてきた。
しかし、グローバル・シティ論から派生した
議論では、たとえばグローバルな市民社会に
おける市民権はいまだ有効ではなく、むしろ
断片的、散発的に各地で生じた目的や意味の
異なる事象の集合にすぎないとの主張が見
られる。また、EUレベルでの市民権も、国家
レベルでの市民権ほどには確立されていな
いとされる。これは、グローバル・シティを
論ずる際に、関連する国家レベルの政府、自
治体レベルの政府、市民団体の統治など、各
レベルでの具体的な統治プロセスが検討さ
れていることによる。したがって、グローバ
ル・シティの発展と市民権の変化を論ずるに
は、政府間関係の実際のあり方や権限分配・
自治体間連携のあり方を、市民の権利保護の
ための法制度的な側面も含めて把握する必
要があるとの知見を得た。 
第二の熟議民主主義論との関係について、

以前からロンドンなどイギリスの都市では、
民族的多様性が非常に高く、多文化主義の中
でも熟議による政治的コミュニケーション
が特に重要であるとの指摘がなされてきた。
しかし、グローバル・シティ研究によれば、
多様性が熟議の幅を広げるというよりも、格
差の拡大によってゲーティド・コミュニティ
に典型的に見られるように住民の非政治化
が生じており、また地域フォーラムの実践に
おいてさえ参加者の政治化のレベルに格差
が生じていると論じられている。したがって、
熟議を展開させるための何らかの仕掛けが
必要となる。これについては、2000年代ロン
ドンのリビングストン市政などのケース・ス
タディによって、政治的リーダーシップの必
要性が明らかになっている。 
第三の複層的なガバナンス手法の展開に

ついては、自治体間のネットワークや権力資

源、経済資源の分配をどのように行っていく
かが重要、という視点が確立されつつある。
特にロンドン周辺に関しては、郊外地域が相
互にあるいはロンドン中枢と、中央政府の権
限・財源の分配をめぐって争う状況も生じて
おり、その中で要求主体としての各種地域の
多様化と調整機関としての中央政府への集
権化が同時進行するという複雑な状況にあ
る。この点に関しては、グローバル・シティ
論と都市計画論・都市政策論が密接な関連の
中で論じられるようになってきており、学際
的議論の必要性が明確となっている。 
（渋谷 謙次郎） 
ロシアにおけるグローバル・シティーの形成
について、とりわけソ連解体後の大都市モス
クワの機能の人口動態の変化、それに伴う新
たな民族的矛盾や社会的排除についての分
析を行い、以下の知見を得た。 
 第一に、ソ連解体後のモスクワでは、政治
的、経済的、社会的混乱もあいまって、ソ連
時代のようなパスポート（国内旅券）制度を
通じた住民コントロールが実質的に機能し
なくなり、当局も十分に把握できないほど、
住民の出入りが激しくなった。そして治安の
悪化と経済格差の拡大に伴って、とりわけロ
シア人の不満の矛先は、反ユダヤ主義などを
別にすれば、モスクワに居住する非ロシア系
諸民族の住民、とりわけ旧ソ連邦内のコーカ
サス系やその他のムスリム系住民に向かう
こととなった。そうした住民がソ連解体に前
後して職を求め、商業や出稼ぎのためにモス
クワに急激に流入し始めたのは事実である
が、そうした動態がさらに、「ロシア人のた
めのロシア」などのスローガンを掲げる民族
主義や極右勢力を刺激することとなり、以後、
人権団体の年次報告書等にみられるように、
モスクワの市場などでコーカサス系住民に
対する襲撃事件などが、1990年代に増加して
いったことが判明した。 
 第二に、以上の状況に追い打ちをかけて行
ったのが、二次にわたるチェチェン戦争であ
った。難民化したチェチェン人や周辺の諸民
族住民が親族や友人のつてなどを頼って、イ
ンフォーマルな形であれ、モスクワに流入し
た。第一次チェチェン戦争では、メディアや
世論にもチェチェン戦争に批判的な論調も
目立ったが、プーチン政権時代の第二次チェ
チェン戦争の前触れとなったモスクワのア
パート連続爆破事件やその後のチェチェン
がらみとされるテロ事件によって、モスクワ
における反チェチェン、反コーカサス感情は
悪化の一途を辿った。メディアにおいても、
犯罪やマフィア、テロリストとチェチェン人
などのコーカサス系住民とを重ね合わせる
論調も横行した。かくして、ソ連時代晩期に
高揚した諸民族の自決や自治の運動に加え
て、ロシアでは、多数派のロシア人の防衛意
識や危機意識と相関する異民族に対するレ
イシズムが際立っていくことが観察できる。 
 第三に、プーチン政権の下で石油や天然資
源の輸出に支えられて、モスクワは経済的に
も活況を呈し、一躍バブル状態となった。高
層建築のラッシュなどが始まり、新たに建設



現場などでの出稼ぎのため、中央アジア諸国
からも「外国人労働者」が新たに流入した。
モスクワは、世界有数の物価高のグローバ
ル・シティーとなると同時に、そこでのエス
ニックな階層性や分業もまた顕著になった。 
 第四に、リーマンショックなどのグローバ
ル経済の影響がロシア全体とりわけ経済の
中心地モスクワにも波及し、それまでのよう
な契機の高揚は失速し、新たな社会的・経済
的不満が政権のみならず、排外主義や民族主
義に転化する傾向を見せてきた。そこで、政
権側（メドヴェージェフから現在のプーチン
政権にかけて）は、移民政策やある種の多文
化政策の舵取りをせまられてきたが、事態が
いまだ流動的であり、以上得られた知見をも
とに、政策の実証的分析が今後の課題となる。 
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